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Ⅰ はじめに 

 

2018 年 9 月、本県の人口は 35 年ぶりに 200 万人を割り込んだ。人口減少は更に進

み、今後 10 年間で毎年 1万 6千人程度減少していくことが見込まれる。 

岐阜県では、2008 年度に、当時は余り注目されていなかった人口減少、少子高齢化

に着目した「岐阜県長期構想(計画期間：2009～2018 年度)、以下、「長期構想」とい

う。」を策定し、全国に先駆けて“人口減少時代への挑戦”を開始した。 

長期構想の中間年にあたる 2013 年度には、東日本大震災などによる社会情勢の変

化やそれまでに取り組んだ様々な事業の検証を踏まえた中間見直しを行い、人口減少、

少子高齢化が進行する厳しい状況下にあっても、活力を生み出し、暮らしの安全・安

心を守り、将来に向かって取り組んでいく「清流の国ぎふ」づくりを打ち出した。 

今般、長期構想の計画期間が満了することから、これまでの 10 年間に取り組んだ

事業の成果と次なる 10 年間の展望を踏まえ、一人ひとりの幸せと確かな暮らしのあ

るふるさと岐阜県を目指した今後 5年間の政策の方向性を示す本戦略を策定する。 

なお、本戦略は、2014 年に施行された「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、国

の基本方針、総合戦略を勘案した地方版総合戦略として策定するものであり、「経済

財政運営と改革の基本方針 2018」で謳われた「人づくり革命」や「生産性革命」とい

った要素、2018 年に国が策定した「未来投資戦略 2018」で謳われたＳｏｃｉｅｔｙ

5.0(1)の実現に向けた取組み、あるいは、ＳＤＧｓ(2)の達成に向けた取組みの推進に

ついても、本県の実状を踏まえ反映した。 

 

 

 

 

                         
1 狩猟社会(Society1.0)、農耕社会(Society2.0)、工業社会(Society3.0)、情報社会(Society4.0)に続

く、新たな社会を指すもので、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融

合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。 

2 Sustainable Development Goals の略、2015 年の国連サミットで採択された 2030 年を期限とする先

進国を含む国際社会全体の 17 の開発目標。全ての関係者（先進国、途上国、民間企業、NGO、有識者

等）の役割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範

な課題に統合的に取り組むもの。 
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１ これまでの 10 年間の検証 

 (1)人口減少の進行 

【自然減の状況】 

人口減少が進行する要因の１つは、40 年以上続いてきた少子化の影響から出生

数が減少の一途をたどり、2006 年以降にあっては、出生数が死亡数を下回る自然減

の状態が続いていることである。 

「コンサポ・ぎふ」などによる結婚を望む方への支援、不妊治療費の補助など子

どもを望む方への支援、周産期医療体制の確保など安心して出産できる体制の構築、

さらには、第 3子以降の児童に係る保育料の支援など、結婚から出産、子育てに係

る切れ目のない支援を充実してきた。 

加えて、地域全体で子育てを支える観点から、店舗で提示すると特典が受けられ

る「ぎふっこカード」の参加店舗の拡大や「ワーク・ライフ・バランス(3)推進エク

セレント企業」の認定などの普及啓発活動にも力を尽くしてきた。 

このような取組みが功を奏し、少子化を象徴する指標である合計特殊出生率は、

2008 年には 1.35 であったが、2017 年には 1.51 まで上昇している。 

しかしながら、40 年以上続いてきた少子化の影響から、親となる世代が減少し続

けていることにより、出生数の改善までには至っておらず、また、平均寿命の延伸

はあるものの死亡者数は増加を続けており、結果、自然減の状態が続いている。 

 

 

 

                         
3 仕事と生活の調和 

出生数、死亡数（自然動態）の推移（岐阜県） 

出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査結果」（前年 10月 1日～当年 9月 30日） 
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【社会減の状況】 

人口減少が進行するもう１つの要因は、本県への転入者が転出者を下回る社会減

の状態が続いていることである。 

主に 20 代から 30 代の若者が、就職を理由として愛知県へ流出する傾向が続いて

いることから、岐阜県の企業が一堂に会した「オール岐阜・企業フェス」や企業見

学会などを、産業界、県内大学、金融機関などと連携して取り組むとともに、県外

大学と連携した就職説明会にも取り組んだ。 

また、「清流の国ぎふ大学生等奨学金」制度を創設し、県外へ進学するものの県内

で就職する意思のある者に対し、岐阜県内で一定期間就業すれば返済を免除する奨

学金の交付も始めた。 

加えて、岐阜県へ移住者を増やすため、東京への「清流の国ぎふ移住・交流セン

ター」設置を皮切りに、名古屋、大阪にも移住相談窓口を設け、継続的な情報発信、

相談対応を行うとともに、市町村と一体となった移住・定住促進施策を強力に推し

進めてきた結果、2017 年度の移住者数は過去最高の 1,313 人となった。 

しかしながら、このような取組みを進めてきたものの、若者の流出は止まらず、

毎年 3千人程度の社会減が続いている。 

 

 

 

 

女性の人口（15～49歳）及び出生数の推移（岐阜県） 

出典：国勢調査（総務省）、人口動態統計調査（厚生労働省） 
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【10 年間の人口減少の状況】 

こうした自然減と社会減の 2つの要因により、本県の総人口は、2018 年 9 月 1 日

に、35 年ぶりに 200 万人を下回ったと見込まれる。 

長期構想を策定した時点で、2015 年に 200 万人を下回ると推計していたことと

比較すると、人口減少のペースは若干緩和したと考えられるが、この 10 年間(2008

年→2018 年)で毎年 1 万人程度が減少したという事実から、本格的な人口減少時代

が到来していると考えられる。 

社会動態（転入・転出）の推移（岐阜県） 

 

移動理由別 転入転出者数の推移（岐阜県） 

 

出典：岐阜県人口動態統計調査 
※その他＝生活環境の利便性＋自然環境＋交通の利便性＋その他＋不詳（外国人＋職権記載・削除等） 

出典：岐阜県人口動態統計調査 

（千人） （千人） 
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2008 年と 2018 年を比較すると、県全体では約▲10 万人、率にして▲4.8％の減

少であるが、2つの点で深刻な問題があると認められる。 

1 点目は、減少している年齢層が偏っていることである。 

65 歳以上人口は 22.9％から 29.5％へと急伸している一方で、14 歳以下人口は

14.3％から 12.7％へと漸減しており、少子高齢化社会に向かい着実に進んでいる。 

特に注目すべき点は、15 歳～64 歳までの地域や社会、経済の担い手の減少であ

り、171,682 人の減は、本県内にある企業の従業員数から考えると第 2 次産業の半

分以上、市町村で考えると大垣市がほぼ無くなったに等しい。 

 

 

 

 

2 点目は、減少が加速している地域があることである。 

人口の少ない過疎市町村(8 市町村)では▲16.8％、過疎地域を含む市(6 市)では

▲8.2％と減少率は非常に高くなっている一方で、それ以外の市町(28 市町)では 

▲2.7％と大きな開きがある。 

長期構想を策定した際に基礎とした 10 年間の比較(1995 年→2005 年)では、過疎

市町村は▲7.8％、過疎地域を一部に含む市では▲1.5％であったことを踏まえると、

過疎地域とその周辺地域における人口減少が急速に進んでいることが認められる。 

 

 

 

出典：国勢調査（総務省）をもとに県政策研究会人口動向研究部会作成 

年齢区分別人口の推移（岐阜県） 
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 (2)人口減少の進行に応じた対策 

人口減少、少子高齢化が進行する中にあっても、地域の活力や安全・安心を確保

し、「清流の国ぎふ」づくりを進めていかなければならない。 

そのため、長期構想(中間見直し後)では大きく 3 つの基本軸、『新たな「成長・

雇用戦略」の展開』、『確かな安全・安心の社会づくり』、『「清流の国ぎふ」づくり』

で政策を展開してきたところである。 

 

【新たな「成長・雇用戦略」の展開】 

①岐阜県成長・雇用戦略 

県経済の発展と雇用拡大を目指した岐阜県の産業政策の基本方針として、

「岐阜県成長・雇用戦略」を 2014 年に策定し、2017 年には改訂版を策定して

今後も成長が見込まれる 5分野への規模拡大、産業の裾野が広い観光の基幹産

業化、そしてあらゆる人が働き手として活躍できる環境づくりを推進してきた。 

（産業分野） 

成長分野への展開にあたっては、まずは、担い手の育成・確保が必須である

との観点から、「岐阜県成長産業人材育成センター」を設立し、人材育成や新規

参入などに向けた研修を実施してきた。 

さらには、即戦力となる人材の他地域からの獲得や海外販路の開拓など、新

たな挑戦をする企業への支援を積極的に行ってきた。 

また、東海環状自動車道などのインフラ整備の進展に合わせて、成長分野を

ターゲットとした企業誘致を展開し、工場立地件数・面積が全国上位で推移す

るなど、好調を維持している。 

出典：国勢調査（総務省）により県作成 

 

過疎地域とそれ以外の地域の人口推移（岐阜県） 
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（観光分野） 

観光産業の基幹産業化にあたっては、関ケ原古戦場や東美濃歴史街道など広

域周遊観光の核づくりに取り組むとともに、世界に誇る遺産などを核とした誘

客に取り組んだ。 

加えて、着地型旅行商品の開発、観光人材の育成・確保など競争力の高い観

光地域づくりやユニバーサルツーリズム(4)の普及に取り組んだ結果、本県の入

込客数は東日本大震災による落ち込みを回復して増加傾向にあり、特に外国人

延べ宿泊者数は 100 万人レベルまで急増している。 

（雇用分野） 

こうした産業を担う人材を確保していくため、ワーク・ライフ・バランスの

推進による男女がともに働きやすい企業風土づくり、障がい者の就業・定着支

援などに取り組んできた結果、女性の労働力率、特別支援学校高等部の卒業生

の就職率はいずれも上昇している。働く意欲のある方が働くことのできる環境

づくりが進んでいると考えられる。 

 

②未来につながる農業づくり 

本県の農業を未来へとつなげていくためには、減少・高齢化が顕著な担い手

の育成が急務である。 

そのため、就農研修拠点における研修、経営改善に対する助成や就農後研修

など営農定着への支援までを地域ぐるみで一貫して実施する“岐阜県方式”に

よる就農支援を展開した結果、農業の新たな担い手は直近 5年間で 1,778 人と

なった。 

また、稼げる農業の実現に向けて、特色のある魅力的な産品の開発、国内外

で競争力のあるブランドづくり、そして、それを担う産地の形成や6次産業化、

さらには国内外における販路の拡大などに取り組んできた結果、本県の農業産

出額は直近 5年間一定の水準を維持し続けている。 

 

③「生きた森林づくり」の推進 

計画的・効率的な森林経営を推進するため、連携するドイツの林業大学から

最先端のノウハウも得ながら、森林経営計画の策定・実行に関わるフォレスタ

ーや施業プランナーを育成したほか、急傾斜地でも活躍する架線集材技術者の

養成や植栽の低コスト化につながるコンテナ苗の生産施設の整備を支援した。 

 

                         
4 年齢や障がい等の有無に関わらず、誰もが気兼ねなく参加でき、楽しめる旅行。 
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また、需要に応じた、品質・性能の確かな製材品の供給体制を強化し、販路

を拡大するため、大型の製材工場の整備をはじめ、首都圏や海外での住宅資材

展示会への出展などに取り組んだ。 

 

④岐阜県成長・雇用戦略を推進するためのネットワーク・インフラ整備 

広域交通ネットワークの整備効果を最大限に引き出すため、リニア岐阜県駅

へのアクセス道路となる濃飛横断自動車道や国道 19 号瑞浪恵那道路、東海環

状自動車道西回り区間のＩＣアクセス道路の整備を着実に進めてきた。 

また、リニア中央新幹線活用戦略に基づき、リニア中央新幹線活用戦略研究

会基盤整備部会において、リニア岐阜県駅に隣接設置を予定している広域観光

の拠点となる施設を含めた駅周辺整備の内容について検討を進めている。 

 

【確かな安全・安心の社会づくり】 

①強靭な危機管理体制の構築 

東日本大震災や熊本地震、短時間集中豪雨など全国で相次ぐ災害を踏まえ、

地域防災計画をはじめとした各種計画の見直しを進めるとともに、防災拠点や

防災教育の強化など、強靭な防災体制の構築を進めてきた。 

加えて、消防団員確保のため、消防団員加入促進事業費補助金、消防団協力

事業所支援減税制度など様々な支援策に新たに取り組んだ結果、10 万人当た

りの消防団員数は 1,053 人まで回復し、全国平均を上回っている状況にある。 

 

②医療、福祉の充実・連携 

医療・介護人材の育成・確保に向けて、医師数は医学生修学資金や岐阜大学

医学部の地域枠などにより 10 万人当たりで 208.9 人まで上昇し、介護職員数

は職場環境の改善、普及啓発などに取り組んだ結果、30,702 人まで増加した。 

地域医療の充実にあたっては、在宅医療・介護連携推進コーディネーターの

県内全市町村への配置や訪問看護事業所への支援などに取り組んだ。 

また、障がい者の社会参加の促進として、ぎふ清流福祉エリアにおいて、福

祉、医療、教育、文化芸術、スポーツ及び就労施設を一体的に整備するととも

に、「岐阜清流高等特別支援学校」などの職業教育に特化した特別支援学校の

開校や就労企業の登録制度の普及啓発を行った。 

 

③暮らしの安全・安心の確保 

子育て世帯・高齢者世帯への住宅支援として、中古住宅取得に係る利子補給

制度を創設したほか、移住定住施策と連携した空き家の利活用を推進した。 



 

－９－ 

また、全国や県内における災害の発災などを踏まえ、社会インフラに関し、

災害からの復旧や事前の予防的対策を進めてきたほか、耐震化や効率的な維持

管理のため、各種計画を策定し、着実にその対策を施した。 

さらに、安全で便利な公共交通の維持確保に向け、地方 4 鉄道(樽見鉄道、

明知鉄道、長良川鉄道、養老鉄道)や広域幹線バスなどに対して、継続した財政

支援を行い、設備整備や老朽化対策を進めた。 

 

④緊急輸送道路ネットワーク整備プロジェクト 

緊急輸送道路ネットワーク整備計画を 2013 年度に策定し、同計画に基づき

計画的に整備を実施してきた結果、2017 年度末には 15ｍ以上の橋梁の耐震対

策は98.7％、落石等危険箇所の防災対策は65.5％の進捗率となっているなど、

着実に対策が進められている。 

 

【「清流の国ぎふ」づくり】 

① わがまち「清流の国」づくり 

「清流長良川の鮎」の国際連合食糧農業機関(ＦＡＯ)世界農業遺産への認定

をはじめ、「本美濃紙」、「高山祭の屋台行事」、「古川祭の起し太鼓・屋台行事」

及び「大垣祭の軕行事」は国際連合教育科学文化機関(ＵＮＥＳＣＯ)無形文化

遺産に、「曽代用水」は国際かんがい排水委員会(ＩＣＩＤ)世界かんがい施設

遺産に登録されるなど、先人が守り、伝えてきた文化・伝統が世界に認められ

続けている。 

こうした「清流の国ぎふ」が誇る遺産など地域の特色を活かした地域の魅力

発信と保全が各地域において取り組まれており、また、地域の誇りや愛着を高

めることに資する取組みを進める団体を顕彰する「清流ミナモ賞」を創設し、

「清流の国ぎふ憲章」に基づく知・創・伝の取組みを広げ、深めている。 

 

②「スポーツ立県戦略」の推進 

「ぎふ清流国体・ぎふ清流大会」、「第 70 回全国レクリエーション大会ｉｎ

岐阜」で県民の間に広がったスポーツへの参加意識を一過性のものとすること

なく、次世代へつなげていく必要がある。 

そのため、ミナレク運動の全県展開や市町村・競技団体などが実施するスポ

ーツイベントやスポーツを通じたまちづくりへの支援を実施し、県民がスポー

ツに取り組みやすい環境づくりを推進してきた。 

 



 

－１０－ 

また、飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアへの国内外のトップアスリート

の合宿誘致に取り組み、陸上競技だけでなく他競技の選手にも利用されるよう

になった。 

同エリアでは、イギリスオリンピック委員会やフランス陸上連盟が東京オリ

ンピックの事前合宿を実施することとなり、トップアスリートと地域住民との

交流を通じた、競技力の向上と交流人口の拡大が期待されている。 

 

③「清流」環境の保全 

「清流の国ぎふ森林・環境税」を活用し、水源林や里山林の整備、水源林の

公有林化を支援するとともに、水源地域を適切に保全・管理するため、平成 25

年 3 月に「岐阜県水源地域保全条例」を制定した。 

また、木質バイオマス発電施設や薪・ペレットストーブの整備による需要の

拡大と安定供給体制の構築も進め、森林資源の有効活用と環境保全の両立に取

り組んだ。 

 

④地域を支え、未来を担う人づくり 

結婚・妊娠・出産・子育てへの切れ目のない支援に向けて、結婚を望む方へ

の支援拠点である「ぎふマリッジサポートセンター」の開設や「ぎふっこカー

ド」による子育て世帯への経済的支援などを実施した。 

また、ワーク・ライフ・バランスの推進のため、企業訪問などの働きかけ・

支援を行い、「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進企業」の登録企業は 2,803

社に、「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エクセレント企業」は 93 社に拡

大した。 

そして、いじめ、不登校、問題行動などに対応するため、スクールカウンセ

ラーを全ての中学校区及び公立高等学校・特別支援学校に配置するなど、各学

校の教育相談体制の充実を図った。 

さらには、「ぎふ清流文化プラザ」を拠点とした文化施策の充実、「Ａｒｔ  

Ａｗａｒｄ ＩＮ ＴＨＥ ＣＵＢＥ(ＡＡＩＣ)」、「ぎふ美術展」、「アートラボ

ぎふ」を 3本柱とした「清流の国ぎふ芸術祭」の展開など、新たな文化の創造

に向けて取り組んだ。 
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２ 次なる 10 年間の展望 

（基本的な考え方） 

以上、検証してきたとおり、「清流の国ぎふ」づくりを進めてきたが、人口減少は

進行し続け、また、人口減少社会への対応も人材の確保をはじめとして、更なる取

組みが必要である。 

そして、ＡＩ(5)、ＩｏＴ(6)、ロボット等の先端技術によるＳｏｃｉｅｔｙ5.0 の

実現、あるいは、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境

をめぐる広範な課題に統合的に取り組むＳＤＧｓの達成など国を挙げた取組みと

も軌を一にして取り組んでいく必要がある。 

こうしたことを踏まえ、これからの 10 年間にあっても、政策の見直し、拡充、

追加を行ったうえで、県だけでなく、市町村、産業界など多様な主体が連携し、互

いに知恵を絞り、互いの経験を活かして、引き続き「清流の国ぎふ」づくりを推進

していく。 

 

推進するにあたっての視点としては、「清流の国ぎふ憲章」に定められた、「知」

「創」「伝」の 3 つのキーワードで示された「清流の国ぎふ」に生きる県民の取組

みの姿勢が基本となる。 

知  清流がもたらした自然、歴史、伝統、文化、技を知り学びます 

創  ふるさとの宝ものを磨き活かし、新たな創造と発信に努めます 

伝  清流の恵みを新たな世代へと守り伝えます 

 

すなわち、こうした取組みを進める「人」と「地域」をつくることで、「魅力と活

力」を生み出し、その力をもって、「人」と「地域」を充実させ、「魅力と活力」を

更に高めていくというサイクルを作り上げていく不断の取組みこそ、本格的に人口

減少、少子高齢化が進行する時代における「清流の国ぎふ」づくりであると考えら

れる。 

 

そのために、来る 10 年間を見据えつつ、当面 5 年間に取り組む政策の方向性を

『「清流の国ぎふ」を支える人づくり』、『健やかで安らかな地域づくり』、『地域にあ

ふれる魅力と活力づくり』とし、施策を展開していく。 

                         
5 Artificial Intelligence の略、人工知能。 

6 Internet of Things の略、あらゆる物がインターネットにつながるための技術、新サービスやビジ

ネスモデル。 
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(1)「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

本県の総人口は、今後 10 年間、毎年 1 万 6 千人程度減少していくことが見込ま

れる。 

 

 

特に、地域や経済の担い手である、いわゆる生産年齢人口(15 歳～64 歳)の減少が

顕著であることから、最重要課題は、担い手の確保である。 

 

 

 出典：国勢調査（総務省）をもとに県政策研究会人口動向研究部会作成 

総人口の推移と推計（岐阜県） 

 

出典：国勢調査（総務省）をもとに県政策研究会人口動向研究部会作成 

年齢区分別県人口の推移と将来推計（岐阜県） 
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本県の有効求人倍率は、リーマンショック後に一旦減少して以降、概ね右肩上が

りで推移し、全国平均を大きく上回る状態が続いている。 

しかし、多くの中小企業で人手不足が慢性化している現状から、人口減少が進行

すると、担い手の確保は一層厳しい状況となっていくことが見込まれる。 

 

一方で、本県から毎年 3千人程度が他県へと流出している。その最大の要素は「職

業上の理由」による若者の県外流出にある。 
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こうした若者の県外への流出に歯止めをかけるためには、若者たち一人ひとりが、

ふるさと岐阜県に誇りを持ち、早い段階からふるさと岐阜県で活躍する自分をイメ

ージできるようにすることが必要である。 

そのため、本県の特色ある文化や活力ある産業、あるいは、各分野で活躍する人

などについて、小学校、中学校、高等学校において、教育と地域、企業、ＮＰＯな

ど多様な主体が連携した学びを提供していく。 

また、幼児期、小学校、中学校、高等学校、高等教育の各教育段階の円滑な接続、

グローバル社会の進展を見据えた世界共通の価値観などを学ぶ教育の充実などに

より、外国人児童生徒を含めた全児童生徒の確かな学力を育成していくことも重要

である。 

さらには、学校教育と社会教育が連携し、地域を挙げて学びの場を提供していく。 

 

このような、県民一人ひとりが活躍できるような学びの充実とともに、活躍する

場、社会を構築していくことも重要である。 

男、女、ＬＧＢＴ(7)など多様な性、障がいのあるなし、国籍といったことに関わ

らず、誰もが「清流の国ぎふ」をともに支える一員であるとの意識を持ち、互いに

尊重しあえる社会を構築していく。 

また、今後増加していく高齢者が、培ってきた知識と経験を活かし、やりがいや

達成感を感じながら生き生きと生活し、活躍できる「生涯現役社会」の実現に向け、

取り組んでいく。 

 

                         
7 レズビアン(女性同性愛者)、ゲイ(男性同性愛者)、バイセクシュアル(両性愛者)、トランスジェンダ

ー(体の性と心の性に違和感がある人)の英語の頭文字をとった言葉で性的少数者の総称の一つ。 

出典：学校基本調査（文部科学省）により県作成 

県内高等学校卒業者の就職人数の推移（岐阜県） 
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出典：国勢調査（総務省）により県作成 

出典：学校基本調査（文部科学省）により県作成 

特別支援学校高等部卒業生の就業状況（岐阜県） 

女性の年齢別労働力率の推移（岐阜県） 

公立小中学校の外国人児童生徒数の推移（岐阜県） 

出典：学校基本調査（文部科学省）、日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（文部科学省） 
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(2)健やかで安らかな地域づくり 

人口減少、少子高齢化が進行する中にあっても、県民一人ひとりが求めるサービ

スや支援を提供し続けていくことが必要である。 

しかしながら、ここでも担い手の確保が大きな課題となっている。 

医師数は、岐阜圏域を除き、人口 10 万人当たりで未だ全国平均を下回っている

状況にあり、地域や診療科の偏在も存在することから、それを同時に解消していく

ことが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 

人口 10万人当たりの圏域別医療施設従事医師数の推移（岐阜県） 

※産科・産婦人科は 15～49歳女性人口、小児科は 15歳未満人口 

人口 10万人当たりの診療科別医療施設従事医師数(岐阜県・2016年) 

※全国平均：100 

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 
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また、介護を担う人材も、2025 年に団塊の世代が後期高齢者になり、介護需要が

さらに高まることを踏まえると、未だ求められる人数は確保できていない状況にあ

り、一層の取組みが必要である。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員数の推移及び需要推計（岐阜県） 

出典：岐阜県高齢者安心計画（岐阜県）、第 7期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数（厚生労働省） 

 

 
要介護（支援）区分別の認定者の見通し（岐阜県） 

出典：介護保険事業状況報告（厚生労働省）、2018年以降は県推計 
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そして、子育てを支える人材の確保も、子育て世代への支援の充実との観点に加

え、多様な働き方、ワーク・ライフ・バランスの推進を図り、地域や経済の担い手

を確保していくうえで非常に重要なことである。 

加えて、ＩＣＴ(8)などの先端技術を活用することによる負担軽減や多職種連携に

よる在宅介護の促進、地域住民やＮＰＯと一体となった支援体制の構築などサービ

ス提供の在り方を見直していくことを通じたサービスの充実も志向していかなけ

ればならない。 

 

 

 

                         
8 Information and Communication Technology の略、情報通信技術。 

出典：介護保険事業状況報告（厚生労働省） 

 

居宅介護・施設介護・地域密着型サービス受給者(延べ)の推移(岐阜県) 

訪問看護サービス受給者数の推移（岐阜県） 

出典：介護保険事業状況報告（厚生労働省） 
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そして、必要な医療や介護サービスを受けつつ、人生 100 年時代を健康で暮らし

ていくために、平均寿命と健康寿命の差の解消に向け、高齢者のみならず、全世代

での健康づくりという視点も重要である。 

 

 

 

 

こうした日常を支えるサービスや支援の充実を図っていく一方で、貧困、虐待、

犯罪被害など望まない状況におかれた方への支援、災害時など非日常的な状況への

備えにも注力していかなければならない。 

特に、県内各地で、貧困家庭、ひとり親家庭で暮らす子どものため、ＮＰＯなど

により「子ども食堂」や「学習支援教室」の設置が進んでおり、また、児童虐待相

談件数や高齢者虐待報告件数も上昇傾向にあることからも、対策の強化が求められ

ている。 

また、平成 30 年 7 月豪雨災害の検証を踏まえた対策や道路などの耐震化、防災

人材の育成・確保も着実に進めていく必要がある。 

 

 

 2017 年 10 月 2018 年 10 月 

子ども食堂の数 36 か所 

（13 市 3町） 

54 か所 

（14 市 5町） 

学習支援教室の数 35 か所 

（12 市 7町） 

51 か所 

（14 市 9町） 

 出典：岐阜県調べ  

 

 

子ども食堂、学習支援教室の数（岐阜県） 

 

健康寿命と平均寿命の差（岐阜県） 

出典：都道府県生命表（厚生労働省）、「健康日本 21」推進専門委員会資料（厚生労働省） 
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児童虐待相談対応件数の推移（岐阜県、全国） 

出典：高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく 

対応状況等に関する調査（厚生労働省） 

養護者による高齢者虐待報告件数の推移（岐阜県） 

1時間降水量 50mm以上の年間発生回数（全国） 

出典：全国（アメダス）の 1時間降水量 50mm以上の年間発生回数（気象庁） 

出典：児童相談所での児童虐待相談対応件数（厚生労働省）より岐阜県作成 
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そして、都市から地方への人の流れを加速化させ、地域の担い手を確保していく。 

人口減少や高齢化が特に進んだ地域においては、日常の買い物や移動手段の確保

といった暮らしに必要なサービスの確保や機能の維持、行政サービスの維持、空き

家や空き室の増といった課題があることから、生活を支えるネットワーク・インフ

ラの整備も含め、その地域の状況に応じた総合的な取組みも必要となってくる。 

 

 

  

出典：住宅・土地統計調査（総務省） 

 空き家数と空き家率の推移（岐阜県） 



 

－２２－ 

 (3)地域にあふれる魅力と活力づくり 

人口減少が進行し、社会や経済が縮小していく中にあっては、岐阜の魅力を打ち

出し、活力を生み出していく取組みが一層求められる。 

幸いにして、岐阜県は、緑豊かな森や清流長良川など山紫水明の自然に恵まれ、

その中で、飛騨牛や鮎などの産品、鵜飼や地歌舞伎などの伝統文化、あるいは、美

濃和紙や関の刃物、飛騨の木工、美濃焼などの産業が育まれてきた。 

そして、白川郷や高山市・飛騨市の古い街並み、関ケ原古戦場、旧中山道、東美

濃の山城などの先人の足跡と言うべき歴史が残され、さらには、近現代における新

たな挑戦を次代につなぐ「空宙博（岐阜かかみがはら航空宇宙博物館）」など、様々

な魅力にあふれている。 

こうした先人たちが守り、伝え、創造してきた魅力を守っていくことはもちろん

のこと、それらを磨き上げ、あるいは、それを基とした新たな魅力を生み出してい

くことで、「清流の国ぎふ」の活力を高めていかなければならない。 

 

伝統文化に関しては、地域の人口減少、高齢化により担い手不足が危惧されてい

るため、地域内にルーツのある者などの「関係人口」による新たな担い手の育成・

確保や伝承につなげるアーカイブ化を図っていく必要がある。 

一方で、県民の芸術に触れ、参加する機会を増やすことで、新たな文化・芸術を

創造し、新たな魅力づくりにも取り組んでいく必要もある。 

そして、文化・芸術と産業が触発しあうことで、新たな価値を創造し、国内外に

発信することで、更なる魅力と活力づくりにつなげていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：岐阜県調べ 

 

現代陶芸美術館・美術館・博物館の利用者数の推移（岐阜県） 



 

－２３－ 

自然環境の保全・継承に関しては、世界農業遺産「清流長良川の鮎」（長良川シス

テム）の国内外に向けた発信を強化していくほか、保全活動の中心となる者を育成

することで、多様な担い手を確保していく。 

また、豊かな森林資源を活かした木質バイオマスエネルギーの一層の利用促進な

ど、再生可能エネルギーの地産地消の取組みなども強化していく。 

 

 

2020 年の東京オリンピック・パラリンピックに向け、県民のスポーツへの関心が

高まっていくと考えられる。 

この機を逃さず、県民一人ひとりがスポーツに親しみ、参加できる環境づくりを

進め、スポーツイベントの開催、国内外のトップ選手の呼び込み・交流イベントの

開催などを通じ、人と人、地域と地域の交流の拡大や県民の健康づくりに取り組む

とともに、優秀な指導者を育成・確保し、競技力の向上を推進する。 

 

再生可能エネルギー創出量の推移（岐阜県、全国） 

出典：スポーツ庁世論調査（全国）、県政モニター調査（岐阜県） 

成人のスポーツ実施率（岐阜県、全国） 

※全国再生可能エネルギー創出量には「大規模水力」を含む  ※１ＰＪ＝1000ＴＪ 

出典：電気事業連合会「FEPC INFOBASE2017」 

 

 



 

－２４－ 

そして、「清流の国ぎふ」の魅力を磨き上げ、「ぎふブランド」へと高めていくこ

とは、観光・食・モノ一体となったプロモーションを通じて、国内外における知名

度の向上へとつながるものである。 

既に高い評価を得ている飛騨牛や富有柿、鮎などの農畜水産物、美濃和紙や飛騨

の木工、関の刃物、美濃焼などの県産品の更なる磨き上げ、あるいは、本県の誇る

緑豊かな森や清流長良川をはじめとする清らかな水の保全及び本県ブランドとし

ての魅力発信にも取り組んでいく。 

加えて、消費者の声を反映した新品種、新商品の開発や海外の大消費地を含む新

たな販路拡大にも取り組んでいく必要がある。 

 

 

 

県経済の発展と雇用拡大のためには、「岐阜県成長・雇用戦略 2017」に基づく取

組みを強化していかなければならない。 

ここでも重要となるのは、担い手の育成・確保である。「岐阜県中小企業総合人材

確保センター」を核として、「オール岐阜・企業フェス」も開催するなどして、県内

外から人材を獲得し、若者の県外流出の抑制にもつなげていく。 

ちなみに、本県の一人当たり県民所得は全国中位であるが、主力産業である製造

業における労働生産性が低いことなどから、企業所得が低く、ひいては、雇用者報

酬も低くなるということが原因の一つと考えられる。こうした点を踏まえ、特に成

長分野への展開やＡＩ・ＩｏＴなどを活用した生産性の向上を促進していく。 
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－２５－ 

  

 

また、県外から消費を呼び込む意味で、観光産業の基幹産業化も重要である。 

魅力的な観光地をつくり上げ、それらをつないでいくとともに、その魅力を国内

外に発信していく。その際には、歴史観光や産業観光などテーマ性をもって取り組

んでいく。さらには、受入環境の整備や地域を挙げて観光振興を図っていくための

人材・団体の育成にも取り組んでいく。 
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2011年～ 岐阜県観光入込統計調査  

 

観光入込客数（実人数）、観光消費額の推移（岐阜県） 



 

－２６－ 

そして、こうした経済発展に取り組むうえで、広域ネットワーク・インフラの整

備も不可欠である。東海環状自動車道西回り区間などの高規格幹線道路やＩＣアク

セス道路などの整備を進めるとともに、本県の新たな玄関口となるリニア岐阜県駅

を核としたまちづくりも推進していく。 

 

 

 

 

 

広域ネットワーク・インフラの整備計画 



 

－２７－ 

農林畜水産業の活性化にあたっては、まずは、高齢化が進んだ担い手の育成・確

保が急務であるため、新規就業のための研修や子どもや若者をターゲットとした業

に親しむ機会の創出、地域を挙げた支援などに取り組んでいくことが必要である。 

また、ＩＣＴやＡＩなどを活用した業務の効率化などにも取り組み、生産量の維

持・拡大を図るとともに、新たな販路を拡大することで新たな需要の獲得にも取り

組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

年度 1989 1999 2009 2013 2014 2015 2016 2017
平均年齢(歳) 56.2 55.7 47.8 46.7 46.1 46.3 46.4 47.2
60才以上割合(%) 38.9 53.0 27.5 23.1 21.6 21.3 21.0 22.7

出典：農林業センサス、生産農業所得統計（農林水産省） 

農業就業人口と農業産出額の推移（岐阜県） 

出典：木材需給報告書（林野庁）、林業労働力調査（岐阜県） 

森林技術者数と木材生産額の推移（岐阜県） 



 

－２８－ 

Ⅱ 政策の方向性 

１ 「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

人口減少社会における最大の課題である担い手の確保について、人口減少の進

行を見据え、各分野における取組みをより効果的なものとするため、その最も基本と

なり、共通するテーマである、地域や社会で活躍する人を生み出す教育の充実と活

躍できる社会づくりに取り組む。 

(1)未来を支える人 

 

 

①地域や企業等と連携したふるさと教育の展開 

○ 小中学校に加え、全ての高等学校において教育段階に応じたふるさと教育を

展開する。 

○ 地域や企業、ＮＰＯ等が連携し、多様な主体により学びを深化する。 

 

②地域の声を反映した産業教育の展開 

○ 小学校、中学校、高等学校の各教育段階に応じたキャリア教育・産業教育を推

進する。 

○ 産学官が連携し、地域を支える企業や仕事の魅力を伝え、自分が地域で活躍

するイメージが持てる教育を推進する。 

 

③幼児期から高等教育まで切れ目のない教育の展開 

○ 幼稚園、保育所、認定こども園において、幼児一人ひとりの心身の発達に応じ

た、きめ細かな教育の充実を図る。 

○ 幼稚園、保育所、認定こども園等と小学校が連携し、幼児教育から小学校教育

への円滑な接続を図る。 

○ 高等教育への円滑な接続に向け、主体的で探究的な学びを推進する。 

 

④グローバル社会に対応した教育の展開 

○ 小学校、中学校、高等学校で一貫した英語力の強化に加え、プレゼンテーショ

ン能力や国際的視野をもって社会課題を解決する能力の育成を強化する。 

○ 外国人児童・生徒への学校における日本語指導の充実や地域における日本語

学習環境の向上を推進する。 

※左のアイコンは、ＳＤＧｓ（国連サミットで採択された国際社会

全体の 17 の開発目標）のうち、本項目に関連のあるものを示し

ています。（以下、同じ。17 の開発目標一覧は P36 を参照） 



 

－２９－ 

○ 世界共通の価値観、国や地域で異なる倫理観など社会の多様性を学ぶ教育を

推進する。 

 

⑤学校教育と社会教育との連携 

○ 学校、家庭、地域が連携し、社会全体で子ども達を育む環境づくりを推進す

る。 

○ 高等学校、大学、企業、ＮＰＯが連携し、社会人の学ぶ機会を充実する。 

 

(2)誰もが活躍できる社会 

 

 

①性差に関わらず活躍できる社会の確立 

○ 性別に対する固定概念やＬＧＢＴに対する偏見などのバリアを取り除き、誰

もが互いを尊重し合える意識の醸成を図る。 

○ 性別に関わらず家事、育児、介護等への参画ができ、誰もが活躍できる社会づ

くりを推進する。 

 

②障がいのある人もない人も共に活躍できる社会の確立 

○ 障がいのある人とない人が文化やスポーツなどを通じて交流を深め、互いを

尊重し合える意識の醸成を図る。 

○ 障がい者の生活から就労、定着まで、一貫した支援に取り組む。 

 

③外国籍の方も活躍できる社会の確立 

○ 外国人県民が、地域で安全、安心に暮らすことができる受入体制を整備する

とともに、活躍できる環境づくりを推進する。 

○ 各産業の実状を踏まえて課題を洗い出し、外国人材の活躍に向けた支援を推

進する。 

○ 国によって異なる生活習慣や文化、考え方を理解し、認め合う機会を増やし、

互いを尊重し合える意識の醸成を図る。 

 

④若者から高齢者まで年齢に関わらず活躍できる社会の確立 

○ 意欲のある者が希望する場で活躍できるよう、きめ細かな支援を実施する。 

○ 県民一人ひとりが、地域活動や経済活動など複数の場面で活躍できる環境づ

くりを推進する。 



 

－３０－ 

２ 健やかで安らかな地域づくり 

ライフステージごとに求められるサービスを提供し続けること、困難な状況に陥りそう

になった時、陥った時に求められる支援を提供し続けることが、行政機関である岐阜

県の永劫不変の役割である。 

県民一人ひとり、あるいは地域によって異なり、また、時の流れとともに変化し続け

るニーズを的確に把握し、対策を取り続ける、たゆまぬ取組みを進めていく。 

(1)健やかに暮らせる地域 

 

 

①医療・介護・子育てを支える人材の育成・確保 

○ 医師の総数の確保を図りつつ、地域や診療科の偏在の解消に向けた取組みを

進めるとともに、かかりつけ医の確保など地域における適切な外来医療提供体

制の構築を図る。 

○ 介護や子育てを支える人材などを育成・確保するとともに、負担軽減や処遇

改善など魅力的な職場環境づくりを推進する。 

 

②子どもを産み育てやすい地域づくり 

○ 結婚から妊娠、出産、子育てまで切れ目のない施策を展開するとともに、地域

を挙げた子育て支援を推進する。 

○ ワーク・ライフ・バランスの充実や柔軟な働き方の推進など子育てにやさし

い社会づくりを推進する。 

 

③医療・介護サービスの充実 

○ 医療と介護をはじめ、予防や生活支援の連携を推進し、地域包括ケアシステ

ム(9)を構築する。 

○ 将来の医療需要に応じた病床の配置や対面診療とオンライン診療を組み合わ

せることなどにより、効率的で効果的な地域医療提供体制の構築を推進する。 

○ 介護ロボットの導入やＩＣＴ技術等を活用した介護見守りサービスなど質の

高いケアの提供を推進する。 

 

                         
9 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることがで

きるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される体制。 



 

－３１－ 

④全世代の生きがい・健康づくり 

○ 人生 100 年時代に向け、県民が日頃から自発的に健康づくりに取り組む意識

の醸成を図る。 

○ データヘルスの活用により、科学的根拠に基づく効果的な予防・健康づくり

を推進するとともに、健康を支えるヘルスケア産業の振興を推進する。 

 

(2)安らかに暮らせる地域 

 

 

①貧困からの脱却支援 

○ 医療、福祉、就労、教育分野が連携した総合的な支援を、地域の協力も得なが

ら推進するとともに、貧困に陥らないような支援を推進する。 

 

②虐待・家庭内暴力の防止と被害者の支援 

○ 児童虐待の相談体制を強化するとともに、発生予防から早期発見・早期対応、

自立支援に至るまでのきめ細かな支援体制の充実を図る。 

○ 女性や高齢者など社会的・身体的に弱い立場にある人を虐待から守るため、

受けた側とする側双方のケアを推進する。 

 

③犯罪・交通事故防止の推進 

○ 日々手口が変化する犯罪に対応するとともに、今後も増加が見込まれる高齢

者が関係する犯罪・事故に適切に対処するなど総合的な対策を推進する。 

○ 犯罪被害者等の権利・利益を保護するため、当事者の視点に立った各種支援

施策を推進する。 

 

④災害と危機事案に強い岐阜県づくり 

○ 自然災害等から県民の命を守る予防対策の充実や速やかな応急復旧を図る体

制づくりなど防災・危機管理体制の更なる強化を推進する。 

○ 過去の教訓から学び、平時から備える防災意識の向上を図るとともに、適時・

的確な避難情報の発令や防災情報の提供により、迅速に避難誘導を行う体制を

強化する。 

○ 消防団員や防災士、地域防災リーダ―などの防災人材を育成・確保する。 

 



 

－３２－ 

(3)誰もが暮らしやすい地域 

 

 

①地域を支援する人材の育成・確保 

○ 地域の課題を解決するためのプラン作りからフォローアップまで、一貫して

地域づくりに取り組む担い手の育成・確保を推進するとともに、継業の支援な

ど移住者に向けた支援を推進する。 

 

②二地域居住、移住・定住の促進など新たな暮らし方の推進 

○ 生活機能の維持や再生、行政サービスの効率化に向けた市町村の取組みを支

援する。 

○ 都市から地方への人の流れを加速するため、仕事や住居、子育てなど生活面

での支援や地域住民との交流機会の拡充など移住者の受入体制を強化する。 

 

③地域公共交通体系など生活サービスの再編・効率化 

○ 将来の人口減少を見据え、地域商店やにぎわい拠点など暮らしに関わるサー

ビスや機能の再配置、空き家の活用などを一体的に支援する。 

 

④行政サービスの連携・横断的な実施 

○ 行政、企業、大学、地域住民などあらゆる主体が連携するとともに、地域の枠

を越えて広域的に行政課題に取り組む体制を構築する。 

 

⑤生活を支えるインフラの整備 

○ 道路などの社会インフラの整備や効率的な維持管理を実施するとともに、 

ＩＣＴ等を活用した整備や維持管理の高度化を推進する。 

 

  



 

－３３－ 

３ 地域にあふれる魅力と活力づくり 

人口減少が進行し、社会や経済が縮小していく中にあっては、岐阜県の魅力を

打ち出し、活力を生み出していく取組みが一層求められる。幸いにして本県には

豊かな自然と、その中で育まれた魅力的で特徴的な地域伝統文化、農林畜水

産物などがあり、こうした資源を活かした活力づくりに取り組んでいく。 

また、県内産業の生産性の向上など「岐阜県成長・雇用戦略 2017」などに基

づく取組みを着実に進めていく必要がある。 

(1)地域の魅力の創造・伝承・発信 

 

 

 

 

①「清流の国ぎふ」文化・芸術の創造・伝承 

○ 伝統文化の担い手の育成・確保など次世代に文化をつなぐ取組みを充実する

とともに、新たな才能の発掘と育成を推進する。 

○ 文化施設を活用し、県民が文化芸術に触れる機会の拡大や県民参加による新

たな文化芸術の発表機会を促進する。 

○ 文化芸術を活かした域内外との交流の拡大、地域伝統文化の魅力発信、さら

には、文化・芸術と産業を融合させ創造力を発揮する拠点の確保を図る。 

 

②美しく豊かな環境の保全・継承 

○ 豊かな自然環境を次世代へ継承するため、環境保全活動の担い手の育成・確

保を推進するとともに、地域における活動を支援する。 

○ 世界農業遺産「清流長良川の鮎」(長良川システム)の持続的な発展に向けた

取組みや自然と共生した川づくりを推進する。 

○ 自然環境への負荷を軽減するため、再生可能エネルギーの地産地消や資源の

有効活用の取組みを推進する。 

 

 

 

 

 

 



 

－３４－ 

③「スポーツ立県・ぎふ」の推進 

○ 誰もがいつでも、どこでも、気軽にスポーツに親しみ、参加できる環境づくり

を推進するため、地域でスポーツを支える人材の育成をはじめ、少年団や学校

部活動と総合型地域スポーツクラブ(10)との連携を深めるとともに、スポーツ

を通じた障がい者の社会参加を推進する。 

○ 「する・観る・支える」スポーツの効用を活かし、スポーツイベント開催や合

宿誘致による交流人口の拡大などスポーツによる地域振興を推進する。 

○ 優秀な指導者の育成・確保や競技環境、選手滞在環境の向上、選手への科学的

サポート機能を強化するなど競技力の向上を推進する。 

 

④「ぎふブランド」づくり 

○ 商品テスト販売等を通じ、岐阜県の良いものを消費者目線でさらに磨き上げ、

真に売れる商品の開発を推進する。 

○ 海外を含む大消費地における新たな販路拡大の機会を創出するとともに、産

地や企業独自の販路開拓を支援する。 

 

(2)次世代を見据えた産業の振興 

 

 

①産業を支える人材の育成・確保 

○ 産学金官が連携し、生徒・学生の県内定着促進による人材確保を強化すると

ともに、成長産業分野を担う人材の育成を重点的に推進する。 

 

②ＡＩやＩｏＴを活用した第 4次産業革命と成長分野への展開 

○ ＡＩやＩｏＴ等先端技術を活用し、県内ものづくり企業やサービス産業にお

ける生産性向上を支援するとともに、新製品・サービス(イノベーション)創出

の取組みを支援する。 

○ 成長 5 分野の更なる新規参入や事業拡大を推進するとともに、成長産業の集

積を見据えた企業誘致などターゲットを絞った誘致に取り組むほか、他地域か

らの移住につながる本社機能の移転にも取り組む。 

 

 

                         
10 生涯を通じてスポーツに親しめるよう、地域住民が主体となって運営するスポーツクラブ。 



 

－３５－ 

③地場産業の活力の強化 

○ 競争力強化を図るため、生産性向上に向けた設備投資や県内産業の技術力向

上等への支援を推進する。 

○ 商店街の活性化に向けた支援を推進するとともに、持続的な経営を見据えた

事業承継支援を推進する。 
 

④観光産業の基幹産業化 

○ 魅力的な観光地づくりや観光資源の磨き上げ、地域特性を活かした新たな観

光資源の掘り起こしを進めるとともに、「歴史」や「文化」、「産業」などテーマ

性を持った複数の観光地を巡る旅行商品を造成し、周遊・滞在型観光を定着さ

せる。 

○ ターゲットを見定め、そのニーズを捉えた観光プロモーションを展開する。 

○ 受入環境の充実などユニバーサルツーリズムの普及や地域主体の観光地経営

の体制強化を支援するとともに、「おもてなし人材」の育成・確保を推進する。 
 

⑤産業を支える広域ネットワーク・インフラの整備 

○ 東海環状自動車道西回り区間などの高規格幹線道路やＩＣアクセス道路など

幹線道路ネットワークの整備を推進する。 

○ 東の新しい玄関口となるリニア岐阜県駅の、観光の窓口としての機能や交通

結節機能を備えた拠点エリアとしての整備を促進する。 

 

(3)農林畜水産業の活性化 

 

 

①農林畜水産業を支える人材の育成・確保 

○ 産業や業種の特性に応じて産業の中核となる人材を育成するとともに、担い

手の高齢化の状況に鑑み、若者の新規就業を促す取組みを推進する。 

○ 次代の担い手育成に向け、子どもや若者が業に親しむ機会を創出し、業を深

く知り、業への関心を高める取組みを推進する。 
 

②「未来につながる農業づくり」の推進 

○ ＩＣＴやＡＩ等を活用したスマート農業の導入などにより経営規模拡大や高

品質生産を図り、生産性や収益性の高い産地づくりを推進する。 

○ 新品種の開発による他産地との差別化や農業経営の安定化、生産力の拡大な

どを図り、農畜水産業の産地の競争力強化を推進する。 



 

－３６－ 

③「100年先の森林づくり」の推進 

○ 100 年先を見据えた望ましい森林の再配置に向けた多様な森林整備の推進や

森林の多面的利用を促進するとともに、適切な伐採と再造林の促進により将来

的な森林資源の確保を図る。 

○ 県産材の需要の創出・拡大を図るとともに、ＩＣＴ等を活用したスマート林

業の導入などにより、多様なニーズに即応した需給のマッチングや生産・加工・

流通の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓ一覧 



 

－３７－ 

Ⅲ 成果指標 

１ 「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

○ 県内高校生及び県出身大学生 

の県内就職率(11) 

55.8％(2017 年度) 

→65.0％(2022 年度) 

○ 6 歳未満の子どもがいる夫の家事・ 

育児・介護等に携わる時間 

68 分／日(2016 年) 

→130 分／日(2021 年) 

○ 障がい者法定雇用率達成企業率 54.8％(2018 年) 

→60.0％(2023 年) 

 

２ 健やかで安らかな地域づくり 

○ 人口 10 万人当たり医療施設従事 

医師数 

208.9 人(2016 年) 

→235.9 人(2023 年) 

○ 介護職員数 

(施設サービス及び在宅サービスに従事する職員数) 

30,702 人(2016 年度) 

→39,696 人(2025 年度) 

○ 合計特殊出生率 1.51(2017 年) 

       →1.80(12)(2030 年) 

○ 子どもの貧困率 7.2％(2018 年度) 

→5.5％(2023 年度) 

 

３ 地域にあふれる魅力と活力づくり 

○ 従業者 1人当たりの付加価値額 

(従業者 4人以上の事業所) 

985 万円(2016 年) 

→1,160 万円(2020 年) 

○ 観光消費の経済波及効果 4,175 億円(2017 年) 

→5,000 億円(2020 年) 

○ 新たな農業の担い手の育成数 

(新規就農者、雇用就農者、定年帰農者、農業参入法人及び集落営農)  

487 人(2017 年度) 

→累計 2,000 人(2016～2020 年度) 

                         
11 県把握分 

12 結婚・出産は個人の考え方や価値観が尊重されることが前提です。この指標は県の施策の効果を検

証・評価するために設定するものであり、個人の目標ではありません。 



 

－３８－ 

Ⅳ 今後の行財政運営 

１ これまでの行財政改革の取組みと成果 

長期構想を策定した 2008 年度当時、本県では毎年 300 億円を超える財源不

足額が見込まれるなど危機的な財政状況にあった。 

このため、以降 10 年間の行財政改革の方向性を示す「岐阜県行財政改革指

針」を併せて作成し、行財政改革の取組みを進めた結果、例えば、実質公債費比率

や経常収支比率といった財政指標が改善するなど持続可能な財政運営に道筋がつ

きつつある状況となった。 
 

①実質公債費比率(借金の返済負担の程度を見る指標) 

○ 2009 年度に 18％を上回り起債許可団体となった後、2013 年度には起債許可

団体を脱却し、直近の 2017 年度には 10.0％まで改善している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②経常収支比率(財政の硬直度を見る指標)  

○ 2008 年度の 99.1％をピークに、直近の 2017 年度には 94.0％まで改善してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質公債費比率の推移（岐阜県） 

 

経常収支比率の推移（岐阜県） 

 

(％) 

(年度) 

(％) 

(年度) 



 

－３９－ 

２ 新たな課題 

他方、新たな課題も明らかになってきている。 

これまで、通常の県債(以下「通常債」という。)の発行抑制などにより、減少を続

けていた公債費について、地方交付税の代替財源として、いわば国に強いられた借

金である臨時財政対策債(以下「臨財債」という。)の残高の累増に伴い、近い将

来、増加に転ずることが見込まれている。 

また、老朽化した公共施設の長寿命化対策や社会保障関係経費の累増などと

いった財政需要のほか、本戦略に盛り込まれた重要な政策課題や職員の定年引上

げなどの新たな人事・組織の課題にも対応する必要がある。 

 

①臨財債残高の累増に起因した公債費の増加 

○ 通常債の発行抑制などによる効果がいよいよ底を打ち、近い将来、臨財債の

公債費の増加が表出し、公債費全体でも増加に転ずる。 

 

②老朽化した公共施設の長寿命化対策 

○ 今後の建物の維持保全や再整備に、毎年約 130 億円の経費が見込まれること

に加え、2019 年度から 4 年間は県庁舎再整備による更なる経費が必要となる。 

 

③消費税率の引上げと社会保障関係経費の充実 

○ 自然増による累増に加え、2019 年 10 月に予定される消費税率引上げに伴い、

幼児教育無償化などの社会保障関係事業が拡充される。 

 

④「清流の国ぎふ」づくりに向けた積極的な取組み  

○ 本格的な人口減少社会が到来する中、「一人ひとりの幸せと確かな暮らしのあ

るふるさと岐阜県」を実現するためには、本戦略に盛り込まれた政策課題への

積極的な対応が必要である。 

 

⑤定年引上げと会計年度任用職員制度の導入 

○ 定年引上げに伴う職員の年齢構造や給与の在り方について検討が必要になる

ほか、新たに会計年度任用職員制度が導入される予定であり、これらの導入に

伴い生ずる課題への適切な対応が必要となる。 

 



 

－４０－ 

３ 財政見通し 

こうした様々な課題を踏まえつつ、一定の仮定に基づき本県の今後の財政を見通

すと、概ね以下のとおりの傾向が見込まれる。 

なお、現時点で内容が定まっていない制度の影響は、反映していない。 

(1)歳出の見通し 

①人件費 

○ 職員の現員数を現行水準で維持し、職員の退職と採用の入替えに伴う新陳代

謝や今年度水準の給与改定の継続を見込むと、毎年減少傾向となる。 

 

②公債費 

○ 通常債の公債費の減少トレンドが、近い将来底を打ち、それ以降臨財債に係

る公債費の増加が表出するため、公債費全体で増加に転ずる。 

 

③社会保障関係経費 

○ 少子高齢化の進行等による自然増に加え、消費税率引上げに伴う社会保障の

充実分の増額があることから、毎年増加傾向となる。 

 

④投資的経費 

○ 建物の老朽化対策に加え、2019 年度から 4 年間は、県庁舎再整備も加わり、

大きく増額する。 

 

(2)歳入の見通し 

①一般財源(県税＋地方交付税等) 

○ 過去の動向や国の財政見通しなどを参考に、一定程度の額は毎年増加してい

くことを見込んでいる。 

 

②県債(通常債) 

○ 2019 年度からの県庁舎再整備期間は大きく増加することを見込んでいる。 

 

③基金繰入金 

○ 一定規模の財政調整基金を活用するほか、これまで県庁舎建替えのために蓄

えた県有施設整備基金を活用する。 



 

－４１－ 

４ 行財政運営の取組み 

持続可能な財政運営を引き続き確保していくため、節度ある財政運営や歳入確

保対策の推進、県財政の見える化等について、それぞれ新たな観点を盛り込みなが

ら取組みを進める。 

併せて、効率的で質の高い行政サービスの提供に向け、行政課題に応じた組織

体制や職員の定員の適正管理に加え、職員の働き方改革や子育て支援・女性の

活躍推進といった観点を踏まえた組織マネジメントを進めていく。 

(1)節度ある財政運営の継続 

①事務事業の不断の見直し 

○ スクラップ＆ビルドの徹底、事業の必要性・効率性を精査した見直し、事業終

期の設定の徹底といった取組みに加え、職員自らによる事務見直しを継続して

実施する。 

 

②節度ある県債発行の継続と適正な管理 

○ 将来の公債費、実質公債費比率などの水準を意識した県債発行と併せ、将来

の償還に備え、県債管理基金への確実な積み立てを実施する。 

 

③公共施設等の総合的かつ計画的な維持管理及びユニバーサルデザイン化 

○ ＰＦＩ(13)の活用など民間の力を活用した公共施設等の整備・維持管理、長寿

命化対策や財政負担の最小化・平準化を推進するとともに、各県有施設のユニ

バーサルデザイン化を推進する。 

 

④外郭団体・公の施設等の効率化、適正化への継続的取組みと県有施設活用の推進 

○ 社会情勢の変化等を踏まえて必要性や在り方を見直すとともに、県有施設の

活用を推進する。 

 

⑤財務事務を適正に執行する仕組みの強化・充実 

○ 監査の指摘等を踏まえた改善策の検討と全庁的な展開により、同種の不備を

抑制する取組みを実施する。 

 

                         
13 Private Finance Initiative の略、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力

及び技術的能力を活用して行う手法。 



 

－４２－ 

(2)歳入確保対策 

①税収の確保 

○ 市町村と連携した個人県民税の徴収対策、自動車税の納期内納付の徹底や滞

納処分を継続的に実施するほか、納付しやすい環境の整備など県税収入確保に

向けた取組みを推進する。 

 

②税収以外の歳入確保 

○ より有利な運用ができるよう、基金の運用方法を見直すほか、利活用が見込

めない未利用建物の解体、底地の売却を推進する。 

 

(3)県財政の見える化等 

○ 新たな地方公会計、ストック情報の公開や活用を進めるとともに、公営企業

の経営健全化・効率化に向けた取組みを推進するほか、予算編成過程を引き続

き公開する。 

 

(4)組織マネジメント・人材育成の強化 

①行政課題に応じた組織体制の整備 

○ 変化する社会情勢、多様化する県民ニーズなど新たな行政課題を適時的確に

捉え、迅速かつ柔軟に対応できる組織体制を整備する。 

 

②職員定員の適正管理 

○ 現在の職員規模を維持しつつ、社会情勢の変化への柔軟な対応、職員の年齢

構成を考慮した採用者数の平準化、定年引上げへの対応など適切に定員管理を

実施する。 

 

③職員を育成するための人事配置 

○ 業務ノウハウの承継や職員の適性・キャリアビジョンを踏まえるとともに、

中長期的な視点での計画的な人事配置を実施する。 

 

④多様な人材の確保、育成 

○ 民間企業経験者をはじめとする様々な職員採用制度の活用に加え、会計年度

任用職員制度の導入などにより多様な人材を確保する。 



 

－４３－ 

○ 女性職員の登用とそのキャリア支援、若手・中堅職員の資質向上やキャリア

アップ、管理職員のマネジメント能力の向上など段階に応じた、長期的な視野

に立った計画的な人材育成・能力開発を実施する。 

 

⑤「働き方改革」の実現に向けた働きやすい職場環境づくりの推進 

○ 長時間労働の是正に向けた取組みを継続するほか、人間関係の悪化、体調不

良など職務の遂行に支障が生じかねない事案の早期発見・早期対処を実施する。 

○ 幹部職員と中堅、若手職員との意見交換等を通じ、風通しの良い組織風土を

醸成する。 

○ 子育て、介護と仕事の両立支援や地域の一員としての活動を促進するため、

年次休暇やボランティア休暇等を取得しやすい職場環境を創出する。 



 

 

 

 

 

平成 26年 1月 31日 「清流の国ぎふ」づくり推進県民会議 


